
　 部・局 課・室

○停止処分者講習業務委託
○違反者講習業務委託
○更新時講習業務委託
　これらの講習に係る業務については、平成22年度以降において、現行
の１社随意契約から一般競争入札による委託契約に移行することとして
必要な準備
を進めている。

○原付免許取得時講習業務委託
　原付免許取得時講習については、県民の利便性を確保するため、現在
の実施要領（免許センター及び一部の警察署での実施）を維持した上で、
平成22年
度以降に１社随意契約から一般競争入札による契約に移行することとし
て準備を進めている。

○更新情報提供業務委託
　更新情報提供業務については、平成19年６月末で従前の事務委託契
約（随意契約）を解除し、同年７月以降は一般競争入札による委託契約を
行っている。

○免許関係事務委託
　免許関係事務（更新、新規免許交付、再交付）における申請受付け、適
性検査、写真撮影、免許証作成及び免許証交付事務について、平成22
年度から一般競争入札による契約を行うべく、仕様書の作成等の準備を
進めている。
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自動車保管場所
証明事務 警察本部警務部会計課

本件業務委託について、規制改革・民間開放推進会議による答
申や内部通達は、一般競争入札によるべきことを示唆している。
すなわち、随意契約の方式を採用すべき特段の事情や性質がな
いことが明示されている。だが、愛媛県は漫然、随意契約の方式
を採用している。これは地方自治法第234条に違反する事態であ
るとともに、社会動向に背をむけるものである。早急に一般競争
入札の方式に移行すべきである。

　自動車保管場所現地調査事務の委託については、平成19年度の契約
から、一般競争入札により委託業者を決定している。
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愛媛県の
行った業務
委託契約に
ついて

ﾊ゚ ｷーﾝｸ゙ﾁｹｯﾄ発
給手数料収納及
び管理業務

警察本部警務部会計課

パーキングチケット発給設備は、新500円硬貨および新1000円札
に対応されておらず、利用者は100円硬貨しか利用できない状態
のまま運用されている。利用者の立場に立った対応がなされて
いないことは不適切であり、県は、早急に対応をする義務があ
る。費用は、利用者が支払っている利用料で十分賄えているは
ずである。

　パーキングチケット発給設備は県内に２１基設置されているが、平成２０
年度に２基更新したほか、平成２１年度当初で２基を更新中（10月完成予
定）であり、さらに残り１７基については、平成２１年度６月補正で予算措
置し、すべての発給設備を本年度中に更新する予定である。

警察業務 警察本部

愛媛県の
行った業務
委託契約に
ついて
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監査結果

過去の包括外部監査による成果事例（主なもの）【警察本部】

○停止処分者講習業務委託
○違反者講習業務委託
○原付免許取得時講習業務委託
○更新時講習業務委託
○更新情報提供業務委託
○免許関係事務委託
・随意契約方式採用の正当性について
　道路交通法第108条の2第3項及び道路交通法施行規則第38
条の3は、本件各業務委託を外部委託「できる」こと、および、そ
の委託先は「講習を行うのに、又は委託先として必要かつ適切な
組織、設備及び能力を有する」者であることを規定しているにす
ぎない。
　愛媛県は本件各委託業務について、漫然、随意契約の方式を
採用するとともに、長期継続的に（社）愛媛県交通安全協会に対
し業務委託を継続しているのである。このような事態は、地方自
治法の法意に反する事態が惹起されている。また、潜在的な競
争市場があるにもかかわらず、随意契約の方式を採用すること
によって、事実上、行政庁による不当な取引制限、ないし、参入
障壁の確立と同視できる事態が惹起されている。したがって、愛
媛県は地方自治法および独占禁止法の法意を尊重し、本件随意
契約の方式を採用し続けることが正当であるのか否かについて
再検討するとともに、当該市場を開放する方策を採用すべきであ
る。

監査
年度 区分 監査テーマ 対象

担当
対応状況・方針等
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愛媛県の
行った業務
委託契約に
ついて

地図検索システ
ム・データ更新業
務

警察本部警務部会計課

この種のシステムのデータ更新ということについてはよくみられる
業務である。業者の見積単価を参考にしているのみでなく、警察
本部としてこの種の作業コスト、単価を調査して予定価格を積み
上げ計算し、価格交渉をできるように努力すべきである。

　次回更新時においては、業者からの見積りを参考としつつ、人件費をは
じめとするデータ更新に係る経費について市況を調査するとともに、他県
警の状況等も参考にして適正な予定価格を積算することとしたい。


